
福島県における高校生向け震災伝承プログラムの
可能性と課題

概要｜2011年3月に幼児〜小学生であった世代に対して、「震災を知る最後の世代」という言及がされるこ
とがある。2023年現在、高校生にあたる世代に対して、行政や民間団体が、震災の記憶を伝承するための
教育プログラムを提供している。これらの実施経過については報告例があるものの、教育プログラムの受
講者である高校生の側から、これらのプログラムの意義を整理した先行研究が少ない。グループインタ
ビュー等の手法を用いて、参加者にとってのプログラムの可能性と課題を検討する。

１．背景・概要 ２．方法

３．結果・分析

高校生から意見を聴取する手法として、半構造化グ
ループインタビューの手法をとった。参加者が「語
り部」取り組みに従事する過程で感じる震災・地域
に対する考えを明らかにすると同時に、構造化イン

調査者
①全体へ共通質問
②⼆次・三次質問

以降協⼒者の数だけ繰り返し
③⾃由回答による

協⼒者相互の会話を促し

協⼒者A
①’個別に回答
②’個別に回答

半構造化グループインタビューの流れ
調査者・協⼒者は円形など相互の反応が
⾒えやすい配置となるよう配慮する

協⼒者B
協⼒者C

タビュー・アンケー
ト調査では回答でき
ない内面的な心情を
相互作用によって明
らかにすることを目
的とした。調査者と
協力者が１：複数と
なる環境を、心理的
な安全性の確保と同
時に、参加者相互の
コミュニケーション
機会として位置付け
た。

震災後、行政機関や教育機関などは、復興におけ
る若者の役割を定義し期待を表明してきた。震災
直後は、子どもに対する教育内容として科学リテ
ラシーへ注目が集まり、のちに風評・風化を前提
としたものに変化（岡田 2019）してきた。震災後
の福島県において、義務教育〜中等教育段階を経
過した子どもたちは、家庭・学校・地域などの社
会集団やマスコミやSNSなどの言説、行政機関・
教育機関の影響を受けながらアイデンティティを
形成してきた。例えば東日本大震災・原子力災害
伝承館は、その設置目標として、「複合災害を
「自分事」として捉え、考えるきっかけとなる場
所を目指す」と明記されている。実際に教育プロ
グラム等を通じて、若者が震災を「自分事」化す
ることは可能か、その可能性と課題があるとすれ
ばどのような点が整理されるか、教育を受ける当
事者である高校生の認識から整理を行う。

当事者性の獲得

社会関係資本の形成

復興主体としてアイデンティティを獲得していく過程

論点︓
当事者性をめぐる
中⼼-周縁の環状島

構造／当事者によるアイ
デンティポリティクスに
よる排除や包摂

論点︓
主体となる過程の教育
Pや制度、メディアや
⾔説の在り⽅の効果や
妥当性。実践的技術へ

の研究成果の反映。
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論点︓
結束型的SCの負の外部
性（しがらみ）や無関⼼
を越え、社会システムに

関わりを持てるか
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福島県内で実施されている２つの震災伝承プログラムの参加者を対象に、半構造化グループインタ
ビューを行った。「震災を自分事化すること」を「高校生にとっての当事者性の獲得」と仮定すると、
松岡（2006）の整理する「包括的な当事者性」「潜在的な当事者性」を獲得する契機として機能してい
ることが明らかになった。さらに高次の当事者性である「当事者の連帯性」獲得のためには障壁が存在
し、プログラムだけで震災や被災者との関わりを完結させず、プログラム外部で社会との連携・接点を
創出する必要が示唆された。
■包括的な当事者性…地域の見学や語り部の受講を通じて、身近な問題として被災や復興を捉える
■潜在的な当事者性…被災者や家庭の年長者、更なる次世代との交流を通じて、自己の立ち位置を自覚
■当事者の連帯性…参加同士の交流が重要、被災者や地域人材との関係性はワンショットになりがち
震災伝承プログラムは、県内の複雑な被災の過程を記録・発信・伝承する契機になっている。「福島」
という立場をメタ認知し、発信する意欲・技能・アイデンティティを共有するために有用である。一方
で課題として、プログラムの外部（日常）に、社会関係資本の獲得に至る支援が必要であること、
「知っている」というポジショナリティへの誘惑を避けて、被災者特有の苦難・教訓の伝承をするため
に支援者がどのような教育機会・環境を整備するのかという２点を整理した。

（東日本大震災・原子力災害伝承館）
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